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常務執行役員

橋本 哲実

レジリエントな企業経営と金融レジリエントな企業経営と金融

産業競争力懇談会 ワークショップ

第一部 レジリエントな産業構造の構築
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1.1.SustainabilitySustainability 持続可能性持続可能性//環境環境

2.2.InnovationInnovation 創造創造//成長戦略成長戦略

3.3.ResilienceResilience 復元力復元力//減災減災

経済競争力と価値創造のための経済競争力と価値創造のための

33本柱本柱
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Global Risks Landscape 2011

(出典)Global Risks2011Sixth Edition An initiative of the Risk Response Network



世界の人口分布 世界の地震の震央分布

（M4.0以上、1990～2000年）

世界の富の分布

（GDP/km2
）

自然災害リスク
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レジリエントな企業とはレジリエントな企業とは

100100100100％％％％

時間

操
業

度
（
製
品

供
給
量
な
ど
）

現状現状現状現状のののの

予想復旧曲線予想復旧曲線予想復旧曲線予想復旧曲線

BCP/MBCP/MBCP/MBCP/M 実践後実践後実践後実践後のののの復旧曲線復旧曲線復旧曲線復旧曲線

①①①①①①①①

①①①①

防災対策

①①①①

防災対策

＋

いかにして

事業を中断させないか

いかにして

早期に復旧させるか

②

危機発生

②

事業継続

ソフト面：事業継続の方針／目標／計画／推進体制

ハード面：事業継続の基盤

企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査、内閣府、平成22年3月

BCP/BCMBCP/BCMBCP/BCMBCP/BCMはははは、、、、事業継続事業継続事業継続事業継続へのへのへのへの取組取組取組取組みによりみによりみによりみにより、、、、収益収益収益収益のののの安定性安定性安定性安定性とととと

企業価値企業価値企業価値企業価値をををを維持維持維持維持しながらしながらしながらしながら高高高高めるめるめるめる経営経営経営経営マネジメントマネジメントマネジメントマネジメント戦略戦略戦略戦略

【【【【目的目的目的目的】】】】危機発生後危機発生後危機発生後危機発生後のののの操業度低下防止操業度低下防止操業度低下防止操業度低下防止とととと復旧期間復旧期間復旧期間復旧期間のののの短縮短縮短縮短縮
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ＤＢＪ防災格付が目指すものＤＢＪ防災格付が目指すもの

企業を取り巻く

ステークホルダーの変化

目的

金融市場

リスクに対する適切な対応

ニーズの多様化

社会的要請

社会・経済に求められる

防災力と事業継続力のある

事業者の創造と評価

それに資する

「防災金融市場」の形成

DBJ防災格付

既存の企業金融

ROA

経済性の評価がメイン

ROE DCF

＋

有事における

企業の信用力/CF創出力

防災力

事業継続力

先進的な

事業者の取り組み

・事業資産の耐震化、分散

・システムのバックアップ

・リスクファイナンス 等

図の出典：首都直下地震の被害想定、内閣府、2010

自然災害、テロの存在
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ＤＢＪ防災格付ＤＢＪ防災格付 理念と目的理念と目的

目的

近年、「継続企業の原則(ゴーイングコンサーン）」を脅かすリスクが巨大化、多様化、

複雑化する中、ステークホルダーからの社会的要請に対応すべく、BCP（事業継続計画）策

定に代表される事業者の先駆的な取り組みが進みつつあります。

一方、企業経営とその評価は財務的な指標を中心に行われており、企業金融においては、

企業の防災／事業継続(＝減災)への取り組みを十分に評価できていません。

そこで、企業の総合的な減災対策を支援する「DBJ防災格付」融資を活用することで、

「事業者」と「投資家、金融機関」の対話・協調を促し、将来は、これまで評価が難し

かった企業の防災力と事業継続力の側面について、企業価値への反映を目指します。

また同時に、中長期的には、金融機関・投資家に対して、企業投融資への示唆・マーケッ

トへの浸透を通じて、社会・経済に求められる企業が評価される防災金融の整備・育成に

貢献したいと考えています。

DBJは、「防災格付」を通じて、

レジリエントな日本社会をデザインします。

DBJは、「防災格付」を通じて、

レジリエントな日本社会をデザインします。

※レジリエント(Resilient)：（災害）耐力、回復力のことをいう

理念
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ＤＢＪ防災格付ＤＢＪ防災格付 評価ポイント評価ポイント

防災格付防災格付防災格付防災格付 新新新新・・・・防災格付防災格付防災格付防災格付

評価の着眼点 防災（生命安全・資産保全）

（防災対策を前提とした）

重要業務の継続／早期復旧

評価領域 本社、工場等の事業所 サプライチェーンを含む業務プロセス全体

重視する

評価ポイント

・防災対策 ・BCPの策定内容（深さ、範囲）
・BCMの整備状況

ランクの刻み ３段階（不合格を含む） ５段階（特別表彰、不合格を含む）

防災

格付

新防災

格付

浅い／狭い 【BCP内容】 深い／広い

ＢＣＰ

（上流～下流）

【概念】

防災

（事業所単位）

�2011年東北関東大震災を受け、

上場会社を中心に30社を対象に

事業継続に関するヒアリングを実施、

その内容を反映。

�欧米のBCM規格、ガイドラインも加味。
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�｢防災対策関連｣、｢BCPハード関連｣、｢BCPソフト関連｣の3分野から評価。

⇒合計66項目、100点満点。

�外部有識者のアドバイスを得ながら、毎年改良作業を実施。

防災スクリーニング概要防災スクリーニング概要

事業継続の基盤事業継続の基盤

事業継続の

方針／目標／

計画／推進体制

事業継続の

方針／目標／

計画／推進体制

法定要件を

前提とした

防災対策

法定要件を

前提とした

防災対策

評価項目

得点

（100点満点）

（１）施設安全策及び設備の状況把握

（２）拠点・設備その他資源の代替性確保

（３）情報システムのバックアップ

（４）基本方針の策定

（５）重要業務の洗い出し

（６）事業継続の制約となる要素・資源

       （ボトルネック）の把握、時系列分析

（７）目標復旧時間

（８）継続する戦略の検討

（９）事業継続の訓練と見直し

（10）サプライチェーン

（11）地域連携

（12）情報公開

（13）災害時の財務的な安定性

（14）総合評価

（１）応急対応を中心とした防災計画の策定

（２）生命安全確保策の整備　

（３）周辺地域への二次災害防止策の整備　

（４）コンプライアンス

防災対策 25点

分野

事業

継続

ハード面 25点

ソフト面 50点



10

商品設計商品設計

� 防災スクリーニングにより企業の防災対策、事業継続対策等を評点化し、

これを融資条件に反映させる世界で初めての融資メニュー（2006年度より）

ランクランクランクランクＣＣＣＣ

（（（（一般金利一般金利一般金利一般金利））））

ランクランクランクランクＡＡＡＡ

（（（（特別金利特別金利特別金利特別金利ⅡⅡⅡⅡ））））

ランクランクランクランクＢＢＢＢ

（（（（特別金利特別金利特別金利特別金利ⅠⅠⅠⅠ））））

ランクランクランクランクＤＤＤＤ

（（（（対象外対象外対象外対象外））））

防災スクリーニングの実施

お
客

様

事
業

継
続

対
策

評
価

ハ
ー
ド

ソ
フ

ト

防災対策項目防災対策項目防災対策項目防災対策項目でででで基準未達基準未達基準未達基準未達

BCP評価の

前提として

※ランクＡの中でもさらに極めて高

い取り組みを行っている企業につい

てはＳランク（特別表彰）とする

防
災
対

策
評
価

①防災計画

②教育・訓練

③組織



11

防災格付融資の事例（アルプス電気）防災格付融資の事例（アルプス電気）

2011年８月1日 読売新聞（１面）

（図の出典）アルプス電気株式会社 HP
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防災格付の主な融資事例（制度改定前）防災格付の主な融資事例（制度改定前）

融資実績融資実績融資実績融資実績(H18/4～～～～ H23/4月末月末月末月末)  29件件件件 約約約約143億円億円億円億円

対象工事対象工事対象工事対象工事のののの概要概要概要概要 評価主要評価主要評価主要評価主要ポイントポイントポイントポイント

ニッポン高度紙工業

（株）

(部品メーカー)

工場新設（投資額約60億円）
従来工場とは異なる立地で新工場

を建設し、生産拠点の分散化並び

に安定供給体制の整備を図る

・供給先に向けた製品納入の継続性を前提に多様なリスクを想定し、

被害を最低限に抑える方針に則った「事業継続計画（BCP）」を作
成している点

・今後発生が予測されている地震に備え、新工場の建設により、生

産拠点の分散化による同時被災リスクの軽減を企図している点

鉄道情報システム㈱

(ＩＴサービス)
システムセンター新設

新システムセンターの建設により、

被災時の情報ハブを速やかに移し、

業務の継続を円滑にする

・緊急時、厳戒時、警戒時と危機レベルに応じた行動基準および配

備態勢を整備しつつ、業務ごとの目標復旧時間を定めている点

・中央システムセンターとの同時被災を回避するため、相応の距離

を置いた地域での新システムセンター構築を図っている点

㈱ウェルシィ

(プラント開発販売)
地下水飲料化プラント（膜濾過シ

ステム）の取得

・想定ケース別にとりまとめられた事業継続計画（ＢＣＰ）により、

自社はもとより、水の安全確保による顧客の事業継続についても計

画している点

・自治体や病院等との協定に基づき災害時の地下水供給を行い、重

要施設における水インフラの二重化に貢献している点

・ＰＨＳ・低軌道衛星等の利用による地下水飲料化プラント向け監

視システムの導入を行い、水質管理方法の二重化にも取り組んでい

る点

㈱ディスコ

(工作機器メーカー）
免震構造を取り入れた工場新設 ・「事業継続マネジメントシステムマニュアル」により全社的な対

応計画を整備している点

・本社に加え全ての主力工場で免震装置を導入している点

・東京と広島に拠点を有する特性を活かして情報システムの相互

バックアップ体制を構築している点

シンコーケミカル・

ターミナル㈱

(タンク基地の運営)

阪神・淡路大震災の経験を踏まえ

た貯蔵タンク及び危険物倉庫の耐

震化等の防災対応事業

・法令の期限よりも前倒ししたタンクの耐震化対策を施している点

・情報系のバックアップ体制（設備、データの二重化等）を整備し

ている点

・利益保険の加入、市民救命士の資格取得を含めた教育訓練の実施、

タンクポンプのかさ上げ等の水害対策など積極的に整備している点



BCPBCPのの対策レベル対策レベル－東日本大震災における企業の防災及び事業継続に関する調査－－東日本大震災における企業の防災及び事業継続に関する調査－

 
特に対策をし

ていない。

0.0%

防災計画は

もっている

（BCPは未整
備）。

28.6%

BCPの策定は
できている。

28.6%

BCPの策定に
加え、訓練等

を通じて改善

を図ってい

る。

35.7%

バックアップ

施設の整備

BCPの対策が
すでに行われ

ている。

7.1%

(N=28)

・約7割の企業が既にBCPへの対応を済ませているとしており、防災計画を有している

企業も含めれば、全くの未対策とする企業はなかった。

・ただし、BCPを有していても策定レベルにとどまっている企業が約3割あり、改善を

図っている企業は約3割、施設整備等への対策済み企業は1割に満たない。

�2011年東北関東大震災を受け、
上場会社約30社を対象に事業継続

に関するヒアリングを実施。

【参考】（内閣府）

BCP普及率と目標（H28）
・大企業 27.6%（100%）

・中小企業 12.6%（ 50%）

13東日本大震災における企業の防災及び事業継続に関する調査、平成23年8月、日本政策投資銀行



復旧の見通し復旧の見通し

 71.4%

14.3% 14.3%
0% 0% 0%

57.7%

23.1%
12%

3.8% 0% 4%
0%

10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%

既
に
回
復
済

20
11
年
度
上
期
（201

1
年

9
月
頃
、
発
災
後
半
年
後
）

20
11
年
度
中
（201

2
年

3
月
頃
、
発
災
後

1
年
後
）

20
12
年
度
中
（201

3
年

3
月
頃
、
発
災
後

2
年
後
）

20
13
年
度
以
降

現
時
点
で
は
、
回
復
の
見

通
し
が
立
た
な
い

生産・販売能力(N=28)
売上高(N=26)

約9割が'11年
度中に回復見

こみ

・復旧見通しについては生産・販売能

力、売上高ともに11年度上期中には8割

以上の企業で復旧する見込みであり、

遅くとも11年度中には9割以上の企業が

復旧予定である。

・ヒアリングから、「回復見通しが立

たない」と回答した1社（鉄道業）は、

電力供給問題の解消目途が立たないこ

とが背景にある。

・こうした現場の対応力は、日本企業

の強みであり、全体としてはＢＣＰ等

が効果を発揮

14東日本大震災における企業の防災及び事業継続に関する調査、平成23年8月、日本政策投資銀行



今後の今後の改善点改善点①①

 

見なおす必要

なし

16.7%

28.6%

30.4%

33.3%

33.3%

35.7%

48.1%

39.3%

45.8%

33.3%

39.3%

46.4%

46.2%

57.1%

59.3%

61.9%

65.0%

60.7%

70.4%

77.8%

70.6%

72.2%

76.0%

81.3%

88.5%

一部の見直し

が必要

66.7%

53.6%

56.5%

51.9%

55.6%

53.6%

33.3%

53.6%

41.7%

66.7%

57.1%

46.4%

50.0%

28.6%

37.0%

33.3%

30.0%

39.3%

25.9%

11.1%

29.4%

27.8%

24.0%

18.8%

11.5%

大幅な見直し

が必要

16.7%

17.9%

13.0%

14.8%

11.1%

10.7%

18.5%

7.1%

12.5%

0.0%

3.6%

7.1%

3.8%

14.3%

3.7%

4.8%

5.0%

0.0%

3.7%

11.1%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

100.0% 50.0% 0.0% 50.0% 100.0%

ＢＣＰの内容（想定のシナリオ）(N=24)

自家発電の確保(N=28)

ＢＣＰの内容（目標復旧時間）(N=23)

防災訓練の内容(N=27)

救助用具をはじめとした防災用資機材の確保(N=27)

役員・従業員の緊急連絡網を含む安否確認体制(N=28)

救急救命の訓練を受け、災害発生時に動員可能な人材の確保、育成(N=27)

災害発生後必要となる生活物資の備蓄(N=28)

ＢＣＰの内容（重要業務の選定）(N=24)

施設の津波・高潮対策(N=21)

基幹システムのバックアップや二重化 (N=28)

従業員・顧客・外来者の安全確保手順と緊急避難方法(N=28)

本社が機能しなくなった場合のバックアップオフィスの確保(N=26)

災害時の指示命令系統(N=28)

施設の地震対策（耐震化等）(N=27)

爆発や延焼、有害物質の流出など周辺地域に被害を及ぼすような二次災害防止策 (N=21)

国内調達先の多様化 (N=20)

機器・システムの復旧手順の明確化(N=28)

施設の防火対策（不燃化等）(N=27)

在庫の積み増し(N=18)

生産・供給体制の見直し（国内への移転・分散）(N=17)

海外調達先の多様化 (N=18)

災害時の外部調達による財務手当の確保（保険、融資）(N=25)

生産・供給体制（海外への移転・分散）(N=16)

財務耐力の強化（現預金積み増し等）(N=26)

・今回の震災は大規模・広域的であ

ったことに加え、原発事故・電力

供給の問題が長期に渡って続くな

ど、各企業に想定以上の影響が生

じた。

・今後の改善点としては、

・BCPの内容（想定シナリオ、目標

復旧時間、重要業務の選定）

・自家発電の確保

・防災訓練の内容

・防災用資機材の確保、安否確認

体制、救急救命訓練を受けた

人材の確保・育成

などについて、「大幅な見直し」

「一部の見直し」が必要と考える

企業が多い。
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今今後の改善点後の改善点②②（（BCPBCP取り組み別クロス集計）取り組み別クロス集計）
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の

取

り

組

み

を

実

践

し

て

い

る

(

N

＝

1

2

)

ＢＣＰの内容（想定のシナリオ） 75.0       37.5       41.7       

自家発電の確保 87.5       50.0       50.0       

ＢＣＰの内容（目標復旧時間） 75.0       50.0       33.3       

防災訓練の内容 87.5       62.5       16.7       

救助用具をはじめとした防災用資機材の確保 62.5       25.0       -         

役員・従業員の緊急連絡網を含む安否確認体制 87.5       50.0       41.7       

救急救命の訓練を受け、災害発生時に動員可能な人材の確保、

育成

75.0       37.5       16.7       

災害発生後必要となる生活物資の備蓄 75.0       12.5       8.3        

ＢＣＰの内容（重要業務の選定） 62.5       50.0       33.3       

施設の津波・高潮対策 75.0       37.5       16.7       

基幹システムのバックアップや二重化 75.0       62.5       50.0       

従業員・顧客・外来者の安全確保手順と緊急避難方法 75.0       37.5       41.7       

本社が機能しなくなった場合のバックアップオフィスの確保 75.0       37.5       33.3       

災害時の指示命令系統 75.0       62.5       41.7       

施設の地震対策（耐震化等） 50.0       -         -         

爆発や延焼、有害物質の流出など周辺地域に被害を及ぼすような

二次災害防止策

25.0       25.0       25.0       

国内調達先の多様化 -         12.5       16.7       

機器・システムの復旧手順の明確化 37.5       12.5       8.3        

施設の防火対策（不燃化等） -         25.0       -         

在庫の積み増し 87.5       25.0       41.7       

生産・供給体制の見直し（国内への移転・分散） 100.0     50.0       41.7       

海外調達先の多様化 100.0     50.0       66.7       

災害時の外部調達による財務手当の確保（保険、融資） 62.5       37.5       16.7       

生産・供給体制（海外への移転・分散） 12.5       -         -         

財務耐力の強化（現預金積み増し等） 37.5       -         8.3        

注）「BCPへの取り組みを実践している」は、「BCPの策定に加え、訓練等を通じて改善を図っている。」と

　　「バックアップ施設の整備BCPの対策がすでに行われている。」を合計したもの。

「基幹システムのバックアップや二重化」、「海外調達先の多様化」の項目につい

ては、BCPへの高度な取り組みを実践している企業においても改善意向が強い。
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BCPBCPの今後の方向性の今後の方向性

企業企業企業企業のののの事業継続力向上事業継続力向上事業継続力向上事業継続力向上のののの積積積積みみみみ重重重重ねがねがねがねが日本日本日本日本ブランドブランドブランドブランドのののの回復回復回復回復のののの第一歩第一歩第一歩第一歩

【【【【具体的具体的具体的具体的なななな課題例課題例課題例課題例】】】】

� 実効性のあるＢＣＰの策定と高度化（首都圏直下型地震等への備え）

� 想定の見直し－シナリオベースからリソースベースの視点へ－

� 実効的な経験・訓練による現場の対応力の向上（ｼｭﾐﾚｰｼｮﾝ等）

� 企業内のＢＣＰの情報共有

� 企業を超えた連携や情報共有の枠組みづくり（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ、業界等）

� 先手を打った戦略的な情報開示－企業ブランドの向上－

� ソフト（ＢＣＰの策定）＋対応力＋ハード（耐震化等）の組合せ

� 平時の本業の取組みへのＢＣＰの組込み－サステイナブルなＢＣＰ－

� 企業価値の源泉となる経営戦略として位置付け－経営層の主導－

� ＢＣＰのレベルアップのための支援－投資家、金融機関の企業評価－
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